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 第 3章では、敵対的企業買収の最大の武器として使われている TOBルールを
めぐって、世間の注目を集めた一連の買収関連事例の簡単な検討を行った後に、
TOB制度のあり方について考えてみることにする。 






 第 5 章では、欧米諸国における敵対的買収に関するルールという題目のもと













































































































 英国 M&A 制度研究会は、専門家による、市場に密着した迅速かつ柔軟な企
業買収規制を行っている英国の制度の最大の特徴である Takeover Codeおよび
Takeover Panelを主たる研究対象にしており、英国の制度の示唆するところを
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